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【要  約】 
本研究の結果を以下のように要約する。まず、TQM と MOT の初期接点の契機を明らかにした。それは、
1980 年 NBC 放映の「If Japan Can… Why Can’t We?」である。これによりアメリカでデミングと日本的 TQC が
脚光を浴びることになり、アメリカの TQM の萌芽が始まる。また、その直後の 1981 年に MIT スローンスク
ールで MOT コースが開講された。これを契機に TQM と MOT の三つの初期接点が出現する。第一の接点は、
1985 年に発表された産業競争力委員会（1983 年設立）の報告書「ヤング・レポート」である。これは技術重
視を主張し、その後の MOT の展開に大きく影響している。また、これはすぐ後に制定される MB 賞法に大い
に影響したと判断できる。第二の接点は、1987 年に制定された MB 賞法である。これは、TQM の確立に直接
関与しているだけでなく、MOT にも大きく影響していると思われる。それは、MB 賞評価基準等から読み取
れる。最後の第三の接点は、1989 年に発表された MIT 産業生産性調査委員会（1986 年発足）の調査報告書
Made in America である。これも「ヤング・レポート」と同様、技術重視を主張するが、より詳細である。品質
向上や継続的改善等にも言及しているので、MOT だけでなく TQM の発展にも大きく貢献したと判断できる。 
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が、日本的 TQC (Total Quality Control)である。こ
れは日本の高度経済成長等に大きく貢献した。 
 一方、1970 年代から 1980 年代にかけて産業競
争力を低下させたアメリカでは、1980 年代後半、
TQM (Total Quality Management)が提唱され、MB
賞（Malcolm Baldrige National Quality Award：米国
ＭＢ品質国家賞の略称）が創設された。また、同
じ頃、MOT（Management of Technology, Engineering 






















とした。また MOT は 2000 年前後に経産省（経済
産業省の略称）主導でアメリカから導入され、そ
の普及が産官学の協力体制の下で推進されている。 






































の QC の発展に貢献している。また 1949 年に工業
標準化法が公布施行され、JIS 規格の制定と表示








(Joseph M. Juran) (1904-2008)、そして石川馨
(1915-1989) たちの功績であろう。 
日本の QC は、戦後から見て大きく、無検査の
時代（戦後 1940 年代後半）→検査と SQC の時代
（50 年代）→QC サークル（日本的 QC）の時代
（60 年代）→TQC の時代（60 年代後半～80 年代）
→TQM と品質 ISO の時代（90 年代）→新しい QM
模索の時代（2000 年代以降）へと変遷した６）。 
 
























ークルであった。これは 1962 年に誕生した。 














 TQC は、最初、米国品質協会誌 1957 年 5 月号
でアメリカのアーマンド・Ｖ・ファイゲンバウム
(Armand V. Feigenbaum) (1922- )が提唱したもの９）
（日本的 TQC とは異なる）で、その後、それは




















 日本的 TQC は 1960 年代から 70 年代にかけて
独自の発展を遂げた。その中心は現場重視の QC
サークルであった。当初、その活動のツールとし
て QC 七つ道具が加わり、その後、1970 年代後半





（４）TQC から TQM へ 













 現在、TQC と TQM の相違点としては、①TQC
が現場重視であるのに対して TQM は経営全体重
視、②TQC が製品重視であるのに対して TQM は





（５）JQ 賞の創設（MB 賞の導入） 
 JQ 賞（Japan Quality Award:日本経営品質賞の略
称）は、アメリカの MB 賞を参考にして JPC（Japan 
Productivity Center：日本生産性本部の略称）（JQ
賞創設当時の名称：社会経済生産性本部）が 1995
年 12 月に創設したものである。 





して 2 年間にわたり遂行された後、創設された１４）。 
＜MB 賞の創設について＞ 
 アメリカにおいて日本的 TQC への関心の高ま
りの中で、日本的 TQC やデミング賞を参考にし
て MB 賞が創設された。この賞は「1987 年マルコ
ム・ボルドリッジ国家品質向上法」（The Malcolm 
Baldrige National Quality Improvement Act of 1987: 















産学官の協力による徹底的議論の末、1987 年 8 月
に MB 賞法が制定された１８）。 









ム（Quality Management System：略称 QMS）の国
際標準である。TQM (TQC)と異なる、ISO9000 の





















Can… Why Can’t We?」が NBC によって放映され














産方式」（Lean Production System：略称 LPS）が












（２）日本的 TQC の導入 
QC サークルについてみると、1970 年にはすで
に内外で評価が高まっていた２３）。アメリカでも














































 シックスシグマの創設には、1980 年に NBC か































まず一つ目は、1940 年代の MIT での「MOT」
コース誕生を MOT の原点とする説である３２）。 







になって「Management of Science and Technology」
いう研究分野を作った。また MOT プログラム
（MOT コース）が 80 年代前半、MIT スローンス
クールで始められ、80 年代半ばにスタンフォード
大学ビジネススクールでも実施され、その後、全






















て MOT コースが設けられたとする説である３８）。 
 以上をもとに、産業競争力との関係で MOT 誕
生について考察すると、アメリカの産業競争力が













































的に移行するのは 80 年代に入ってからである。 
 
（３）膨大な FDI と技術拡散 
 第二次大戦後、急速に競争力を伸ばした米国企

















































５．日本における MOT の導入と歴史 
 
 アメリカで誕生した MOT は、今や急速に日欧
をはじめ世界中に広がりつつある。 
 






























で MOT コースの開設ラッシュが始まった４５）。 
 現在、日本における MOT は適用分野を広げ、
国内外を問わず、企業の枠を超えて広がりつつあ
り、重要性が高まっている４６）。 
 日本では、JPC の経営アカデミーが、1998 年か

























 また、JPC に 2001 年 7 月、技術経営研究センタ





















特別措置法」平成 11 年）である。 








６．TQM と MOT の歴史に関する考察 
― 初期接点の探求に向けて 
 














た。このような時、NBC より放映された「If Japan 


























日本の QC (SQC)に言及している点等である５６）。 
このようにして、アメリカは 1980 年代末頃から
1990 年代にかけて産業競争力を回復していった
が、ここに TQM と MOT の強い歴史的関連性を見
てとることができる。 
 
（２）「ヤング・レポート」と MB 賞の関係 
レーガン政権時代の 1985 年に「ヤング・レポー









及び MIT 産業生産性調査委員会（1986 年発足）
Made in America (1989)など、米国の問題点や根本
原因を深く追求する研究等があったと言える５７）。 
 
（３）MB 賞創設とその後の日本的 TQM 
 TQM の歴史の大きな流れは、1951 年デミング
賞創設→日本的 TQC 形成→1980 年 NBC「If Japan 
Can… Why Can’t We?」放映→アメリカでデミング
たちの活躍→1985 年「ヤング・レポート」発表＜
技術重視＞→1987 年 MB 賞法制定・TQM 確立
→1989 年 Made in America 発表＜技術重視＞→米
国 MB 賞の効果拡散→1995 年 JQ 賞創設→1996 年
日本におけるTQCをTQMに呼称変更→2000年日
本品質奨励賞となる。 









法を 1987 年に制定、同時に TQM 概念を確立し、
産業競争力のレベルアップを図った。 
また、米国産官学は協力して日本的 TQC 等を調








































「If Japan Can… Why Can’t We?」（1980 年）によ
って日本的 TQC が一躍脚光を浴びた。その直後


































期接点の契機」として、1980 年に NBC が放映し








スとしてではあるが、MOT コースが MIT で始め
られた 80 年代前半は TQM の萌芽の時期とほぼ時
を同じくするが、これは偶然の一致とは思えない。 









とを考慮すれば、この報告書は MB 賞と TQM 概
念の確立に大いに影響したと考えられる。 











報告書 Made in America である。これは、やはりア
メリカの産業競争力強化のために技術の重要性等
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